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くらし日本一のまちづくりに

●
決
算
収
支

　

平
成
17
年
度
の
一
般
会
計
決
算
は
、

歳
入
が
１
４
８
億
２
、５
０
１
万
円
、

歳
出
が
１
４
２
億
９
、１
８
３
万
円
で
、

差
し
引
き
５
億
３
、３
１
８
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

 

こ
の
中
に
は
、
平
成
18
年
度
に
繰
り

越
す
べ
き
財
源
と
し
て
１
億
５
、６
５
２

万
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
の
で
、
平
成

17
年
度
の
実
質
収
支
額
は
３
億
７
、６
６

６
万
円
と
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。

●
歳
入

　

歳
入
で
一
番
大
き
い
割
合
を
占
め
て

い
る
地
方
交
付
税
は
前
年
度
よ
り

０
・
１
７
％
（
９
１
１
万
円
）
増
え
て

53
億
４
、５
６
２
万
円
で
し
た
。

 

ま
た
、
市
民
の
皆
さ
ん
や
事
務
所
に

納
め
て
い
た
だ
い
て
い
る
市
税
は
、
景

気
低
迷
な
ど
の
影
響
で
前
年
度
よ
り

１
・
３
４
％
（
５
、３
２
８
万
円
）
減
っ

て
39
億
１
、８
２
０
万
円
で
し
た
。
以

下
、
市
債
（
借
入
金
）、
国
庫
支
出
金

と
続
き
ま
す
。

●
歳
出

　

歳
出
に
占
め
る
割
合
が
大
き
い
の
は

総
務
費
、
民
生
費
の
順
と
な
っ
て
い
ま

す
。
総
務
費
は
前
年
度
よ
り
１
・
７
９
％

（
５
、５
２
２
万
円
）
減
っ
て
30
億
２
、３

１
０
万
円
、
民
生
費
は
生
活
保
護
費
な

ど
の
扶
助
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り

３
・
８
７
％
（
１
億
４
７
５
万
円
）
増

え
て
28
億
１
、４
３
０
万
円
で
し
た
。

　

市
の
借
入
金
残
高
は
一
般
会
計
で
１

５
７
億
円
と
前
年
度
末
よ
り
約
８
億
５

千
万
円
（
５
・
２
％
）
も
減
り
ま
し
た
。

17
年
度
も
地
方
交
付
税
の
市
債
振
り
替

え
を
は
じ
め
、
市
道
整
備
や
防
災
対
策

な
ど
の
た
め
に
11
億
５
千
万
円
ほ
ど
お

金
を
借
り
ま
し
た
が
、
そ
の
返
済
金
の

約
７
割
を
国
が
地
方
交
付
税
と
い
う
形

で
支
払
い
を
約
束
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
主
に
、
道
路
の
整
備
費
用
や

施
設
の
建
設
費
用
な
ど
の
長
期
間
に
わ

た
っ
て
利
用
さ
れ
る
公
共
事
業
に
充
て

ら
れ
ま
す
。

 

市
債
を
発
行
す
る
と
、
年
度
間
の
財

政
負
担
を
均
等
に
で
き
ま
す
し
、
世
代

間
の
負
担
を
公
平
に
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

平成17年度決算

　当市の家計簿ともいえる平成17年度の各会計の決算が、９月市議会定例会で承認されました。市
では、「くらし日本一のまちづくり」を実現するため、昨年度もさまざまな事業を行ってきました。
今月号では、17年度決算のあらましをお知らせします。

問財政課　☎22-1332

17
年
度
決
算
の
概
要

市
債
の
あ
ら
ま
し

くらし日本一のまちづくりに
特別会計決算と水道事業会計決算

●特別会計

国 民 健 康 保 険
収入 36億4,240万円

支出 35億4,092万円

下 水 道 事 業
収入 16億3,820万円

支出 16億2,855万円

介 護 保 険
収入 23億1,675万円

支出 21億6,518万円

老 人 保 健
収入 45億7,372万円

支出 45億6,100万円

農業集落排水事業
収入 7億2,004万円

支出 6億8,853万円

地方卸売市場事業
収入 930万円

支出 193万円

●水道事業会計

収 益 的 収 支
（営業活動に係る収支）

収入 9億8,676万円

支出 9億5,222万円

資 本 的 収 支
（施設の建設や改良に係る収支）

収入 702万円

支出 1億8,119万円

市民１人当たりの歳出額の内訳と主な事業

●一般会計における市民１人当たり総歳出額：360,941円
※人口39,596人（平成18年3月31日現在）として算出

市民１人当たり
の 歳 出 額

主な事業

総務費 　
　　　76,349円

財政調整基金積立金 3億0,012万円 
市役所庁舎耐震補強工事 5,750万円 
市民バス運行管理事業 2,540万円

民生費   
　　　71,075円

生活保護事業 3億4,123万円 
知的障害者福祉事業 2億4,145万円 
児童手当事業 1億7,761万円 
児童扶養手当給付事業 1億4,222万円

土木費
　　　39,695円

沖の沢郡山線街路事業 4億4,593万円 
市道原線道路改良工事 1億3,529万円 
市道上の山線・土符線・ 
東北線道路改良工事 3,009万円

教育費
　　　32,183円

小・中学校施設耐震補強事業 4,579万円 
小・中学校維持補修工事 1,907万円

衛生費
　　　31,740円

各種検診事業 1億2,841万円 
予防接種事業 3,502万円 
生ごみ資源化事業所運営事業 2,741万円

商工費
　　　16,597円

小原温泉つり橋整備工事 1億0,981万円 
白石スキー場整備事業 1,976万円

農林水産業費
　　　13,974円

ふるさと農道緊急整備事業 7,721万円 
中山間地域等直接支払事業 1,845万円

一般会計の歳入・歳出決算

歳入総額
148億2,501万円

歳出総額
142億9,183万円

歳入

歳出

●歳入における市税の内訳
・市民税 12億1,083万円
・固定資産税 22億2,895万円
・市たばこ税 2億1,984万円
・都市計画税※ 1億6,820万円
・その他 9,038万円

※都市計画税の使い道
都市計画事業を行う経費の一部に使われます。
平成17年度の事業費は次の通りです。

【都市計画事業】
　公園費 6,113万円
　下水道費 5億5,142万円
　街路事業費 4億4,593万円
　駐車場管理費 986万円

地方交付税
53億4,562万円
（36%）

市税
39億1,820万円
（26%）

市債
11億4,780万円
（8%）

国庫支出金
10億0,575万円
（7%）

繰入金
5億8,062万円
（4%）

その他（県支出金
や繰越金など）
15億8,456万円
（11%）

諸収入
6億3,746万円
（4%）

県支出金
6億0,500万円
（4%）

県支出金
6億0,500万円
（4%）

商工費
　6億5,716万円

　（5%）

農林水産業費
5億5,330万円（4%）

消防費
4億2,890万円（3%）

議会費
2億0,112万円（1%）

その他
1億5,158万円（1%）

公債費
23億5,948万円
（17%）

総務費
30億2,310万円
（20%）

民生費
28億1,430万円
（20%）

教育費
12億7,433万円
（9%）

衛生費
12億5,680万円
（9%）

土木費
15億7,176万円
（11%）

■市債（借入金）残高の推移
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